添付資料 
令和　年　　月　　日

IoT導入事業　事業計画書

〔新規分・継続分〕
鯖江市長　　殿

住所（）

　　（）

氏名（代表者氏名）

連絡担当者　　　　　　　　　　　　　

連絡先TEL                       

１　事業の名称

２　企業（団体）の概要

企業（団体）名　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
設立年月　　　　　　年　　　月　　　　　　　　　　　　　　万円
従業者数（団体においては構成員数）　　　　　　　　　人
業種　　　　　　　　　　　　　　　　　年間売上高　　　　　　　　　 万円
企業（団体）の事業内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
工場等敷地面積　　　　　　　　　　　　㎡
工場等建物面積　　　　　　　　　　　　㎡
主要な機械および装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◎　添付書類

・直近１年間の決算書の写しまたはそれに替わるもの

・法人においては定款もしくは企業概要書（団体は構成員名簿および団体規約）
・市税完納証明書（直近のもの）

事業内容
Ⅰ．概要

	事業の内容
（事業内容を表現する適切な名称を記載してください）
	

	事業の現状及び課題、
活用目的
	

	具体的な事業内容
	

	事業の効果
（事業で得られる成果を活用した事業化の予定を簡潔に記載してください）
	


Ⅱ.　詳細

１．　導入（開発）するIoT機器類の概要
（１）機器の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）機器の内容（IoT導入事業における機能等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◎関係資料添付（機器の具体的な内容のわかるパンフレット等）
（３）労働生産性

○事業計画（会社・団体全体の計画を記載すること）
	
	直近期末
( 年 月期)
	１年後
( 年 月期)
	２年後
( 年 月期)
	３年後
( 年 月期)
	直近期末/３年後
（）×100/
	備　考

	1 売上高
	
	
	
	
	  ％
	

	2 営業利益
	
	
	
	
	％
	

	3 人件費※３
	
	
	
	
	％
	

	4 減価償却費※４
	
	
	
	
	％
	

	5 付加価値額
	
	
	
	
	％
	②+③+④

	6 従業員数※５
	
	
	
	
	％
	

	7 一人あたりの付加価値額（労働生産性）
	
	
	
	
	％（★）
	⑤÷⑥


　　　　　
 ※「３年後に１０％以上の労働生産性の向上（★の数字）」を目標としてください。
　　（※１）創業まもなく、直近期末欄に記入ができない場合は、１年後以降の計画（見通し）額を記入すること。
　　（※２）数値は千円未満を四捨五入し、千円単位で記載し、表上の計算を一致させること。
　　（※３）人件費については、下記を含んだ総額とすること。
　　　　　　　・売上原価に含まれる労務費（福利厚生費、退職金等を含んだもの）
　　　　　　　・一般管理費に含まれる役員給与、従業員給与、賞与および賞与引当金繰入、福利厚生費、法定福利費、退職金および退職給与引当金繰入
　　　　　　　・派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合のその費用
　　　　　　　※利益処分の結果の役員賞与、役員退職積立金は人件費に含めない。
　　（※４）減価償却費については、下記を含んだ総額とすること。
　　　　　　　・製造原価、販売費に計上されている減価償却費
　　　　　　　・リース・レンタル費
　　（※５）従業員数については、下記のとおりとすること
　　　　　　　・会社役員も従業員に含む。
　　　　　　　・派遣労働者や短時間労働者に係る経費を人件費に算入した場合、従業員数にも加えること。
　　　　　　　・従業員にパートなどの短時間勤務者がいる場合、フルタイムに換算すること。
　　　　　　　　（例：４時間勤務　→　０．５人で換算）
　　　　　　　・従業員数は、整数で記載すること。小数点が出た場合、四捨五入すること。
　　　　　　　　（例：６．５人　　→　７人）
（４）実施方法

導入（開発）方法

実施場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡担当者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
導入（開発）主担当者の氏名　　　　　　　　　　　　

指導研究機関、指導者がある場合、その名称および指導内容

（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
（内容）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同研究開発の場合、相手方の名称および分担内容

（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
（分担内容）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
３. 予定している主な工程ごとのスケジュール

（１ (3) ② および ３ の具体的な取り組み内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。研究項目には、実施工程ごとにつけた見出しを記載してください）

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４.　専門家支援について（技術指導受入費または専門家謝金がある場合）
	指導者
	所属・役職　氏名
	

	
	指導内容
	


５.　大学等との共同研究について（共同研究費がある場合）
	共同研究者
	所属・役職　氏名
	

	
	研究内容
	


６.　外部協力について（大学等から無償で協力を受ける場合）

	外部協力者
	所属・役職　氏名
	

	
	協力内容
	


７．　事業収支計画

（１）総括表

	支　　出
	金　　額
	左記の充当予定
	金　　額

	
	円
	
	円

	
	円
	
	円

	
	円
	
	円

	
	円
	
	円

	
	円
	
	

	
	円
	
	

	
	円
	
	

	
	円
	
	

	
	円
	
	

	
	円
	
	

	合　　計
	円
	合　　計
	円


（２）　経費内訳書
	種別
	内　容
	仕　様
	数量
	単価
	補助事業に要する経費
（円）
	補助対象

経費
（円）
	補助金交付申請額
（円）
	支払
予定

年月
	備　　考

	機器装置費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　　　　　　　　　　　　　小　計
	　
	　
	　
	―
	　

	器具購入費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　　　　　　　　　　　　　小　計
	　
	　
	　
	―
	　

	工　事
請負費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　　　　　　　　　　　　　小　計
	　
	　
	　
	―
	　

	技　術

指導費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　　　　　　　　　　　　　小　計
	　
	　
	　
	―
	　

	通　信
運搬費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	

	
	　　　　　　　　　　　　　小　計
	　
	　
	　
	―
	

	市　場調査費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　　　　　　　　　　　　　小　計
	　
	　
	　
	―
	　

	研修等　　　　　　　　　　　　参加費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	　　　　　　　　　　　　　小　計
	　
	　
	　
	―
	　

	その他
経　費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	・
	　

	
	小　計
	
	
	
	―
	

	　　　　　　　　　　　　　　　　 　 合　計
	　
	　
	　
	―
	　


《事業実施期間》　　開始予定日　　　令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　完了予定期日　　令和　　年　　月　　日








